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客観指標の見直しについて
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Webinar LINE 本文スライド

自治体における地域幸福度（ Well -Being ）指標の活用状況

出所：デジタル庁資料及びスマートシティ・インスティテュート資料から作成
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都道府県 数 活用団体

北海道 13
札幌市 江別市 更別村 函館市 芦別市 紋別市 名寄市 富良野市 登別市 沼田町 厚真町
むかわ町 浦幌町

青森県 4 むつ市 青森市 平川市 野辺地町

岩手県 1 岩手町

宮城県 5 仙台市 白石市 気仙沼市 角田市 丸森町

秋田県 2 由利本荘市 大潟村

山形県 2 米沢市 遊佐町

福島県 10 福島県 会津若松市 矢吹町 郡山市 いわき市 田村市 北塩原村 西会津町 平田村 三春町

茨城県 3 境町 龍ケ崎市 東海村

栃木県 3 那須塩原市 日光市 芳賀町

群馬県 4 前橋市 群馬県 榛東村 片品村

埼玉県 4 熊谷市 秩父市 横瀬町 三芳町

千葉県 7 千葉市 市原市 香取市 栄町 神崎町 東庄町 横芝光町

東京都 10
東村山市 狛江市 東京都 品川区 世田谷区 渋谷区（スマートシティ推進機構）調布市
国立市 西東京市 新島村

神奈川県 5 横浜市 小田原市 鎌倉市 寒川町 湯河原町

新潟県 2 聖籠町 湯沢町

富山県 4 朝日町 黒部市 舟橋村 上市町

石川県 8 石川県 能美市 金沢市 小松市 加賀市 白山市 野々市市 志賀町

福井県 2 大野市 高浜町

山梨県 5 山梨県 山梨市 身延町 忍野村 富士河口湖町

長野県 9 茅野市 長野県 長野市 塩尻市 佐久穂町 御代田町 松川町 高森町 平谷村

岐阜県 11 岐阜県 岐阜市 養老町 美濃市 土岐市 瑞穂市 本巣市 下呂市 神戸町 川辺町 白川町

静岡県 14
浜松市 三島市 焼津市 静岡県 静岡市 熱海市 富士市 磐田市 掛川市 御前崎市 菊川市 牧之原市
函南町 森町

愛知県 3 蒲郡市 日進市 みよし市

三重県 9 多気町 大台町 明和町 度会町 紀北町 亀山市 玉城町 御浜町 紀宝町

滋賀県 3 草津市 東近江市 米原市

京都府 3 京都府 舞鶴市 綾部市

大阪府 5 大阪府 和泉市 豊能町 河内長野市 忠岡町

兵庫県 10 姫路市 加古川市 加西市 養父市 神戸市 尼崎市 高砂市 丹波市 南あわじ市 猪名川町

奈良県 5 橿原市 香芝市 三郷町 生駒市 大淀町

和歌山県 12
海南市 橋本市 田辺市 紀美野町 九度山町 美浜町 日高町 由良町 みなべ町 上富田町
那智勝浦町 太地町

鳥取県 11 鳥取県 米子市 境港市 三朝町 日吉津村 大山町 南部町 伯耆町 日南町 日野町 江府町

島根県 4 大田市 安来市 飯南町 津和野町

岡山県 9 津山市 備前市 西粟倉村 吉備中央町 井原市 総社市 高梁市 真庭市 勝央町

広島県 5 広島県 東広島市 尾道市 廿日市市 大崎上島町

山口県 4 下関市 山口市 山口県 宇部市

徳島県 4 阿南市 那賀町 松茂町 北島町

香川県 4 高松市 三豊市 三木町 琴平町

愛媛県 4 愛媛県 西条市 上島町 伊予市

高知県 5 室戸市 香美市 四万十町 中土佐町 佐川町

福岡県 10 飯塚市 うきは市 みやま市 那珂川市 粕屋町 水巻町 岡垣町 みやこ町 上毛町 築上町

佐賀県 4 佐賀市 多久市 伊万里市 玄海町

長崎県 4 大村市 佐世保市 西海市 佐々町

熊本県 8 八代市 玉名市 上天草市 美里町 嘉島町 甲佐町 氷川町 湯前町

大分県 5 別府市 中津市 津久見市 由布市 国東市

宮崎県 4 延岡市 高鍋町 木城町 都農町

鹿児島県 2 枕崎市 志布志市

沖縄県 7 浦添市 名護市 宮古島市 南城市 大宜味村 東村 北谷町
出所：デジタル庁資料及びスマートシティ・インスティテュート資料から作成
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前回検討会（ 令和７年 10月９日 ）の振り返 り

経緯

⚫ 客観データの誤り判明を受け７月 25日に公開を一時停止 → 10月９日の検討会で報告 → 10月10日に再公開

データ誤りの原因と再発防止 策

⚫ 原因：自治体再編への対応漏れ、「 ゼロ 」デ ータの欠損扱い、関数 ・照合の不備（ 根本要因は要員不足）

⚫ 再発防止策：工程管理 ・作業マニュアル再整備、検収体制の明確化、契約仕様の見直し＋要員確 保
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委員の皆さまからの主なご指 摘

① 不備発覚時の迅速な報告と 利用者への丁寧な説明

② データを公開するまでのプロセスの強化（チェック体制の強化、誤り発覚時の窓口の設 置、公開前に研究者や自治

体職員が試用し 不具合を解消してから正式公開する仕組みの検 討等）

前回検討会以降の動き（ 約９か 月）

① 再公開時に正誤表を提供するとともに、当該データ公開時点で指標を活用していた 204 自治体への個別連絡を実施

② 上記「再発防止策」を実施するとともに、指標のデータ更新サイクルについて見直し

→ 本日は客観指標の一部見直し案について報告

※ 指標の提供から約３年が経過したことを踏まえ指標の活用実態について調査を実施中（結果は次回検討会で共有）
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客観指標の見直しについて

※本資料は、 SCI-Japan の助言を踏まえ受託事業者が実施した客観指標の見直し内容について、
デジタル庁が本検討会に諮り、ご意見を伺うものです。
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客観指標の見直しについて

⚫ 客観指標を構成する KPIは、官公庁、自治体、企業・団体などが公表する多様なデータを活用して算出

⚫ 新たな統計の公表や統計廃止などにより、活用可能なデータは継続的に見直しを行っている状況

⚫ 2026 年度データについては、「データ公開終了」 「調査事業終了」 「一定期間更新なし、かつ次回更新未定」の

理由により、以下のデータを削除予定

＜市区町村版＞217 データのうち 6データを削除

＜都道府県版＞210 データのうち 5データを削除

市区町村／都道府県 因子 データ 削除理由

市区町村・都道府県共通

地域とのつながり 祭りの数 データ公開終了

教育機会の豊かさ 可住地面積あたり国立・私立中高一貫校数 一定期間更新なし、かつ次回更新未定

デジタル生活（指数） ローカル 5G開発実証事業の採択の有無 調査事業終了

デジタル生活（指数） 大学のICT関連学部の有無 一定期間更新なし、かつ次回更新未定

市区町村

環境共生（指数） 「地域循環共生圏実践地域」活動団体 データ公開終了

文化・芸術（指数） 文化芸術創造都市 一定期間更新なし、かつ次回更新未定

都道府県 初等・中等教育 子供のチャレンジ率 調査事業終了
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【 参考】 客観指標の見直しについて（市区町村版）
赤文字：削除
緑文字：指数（複数データで1つのKPIを構成）の一部削除



6

【 参考】 客観指標の見直しについて（市区町村版）
赤文字：削除
緑文字：指数（複数データで1つのKPIを構成）の一部削除
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【 参考】 客観指標の見直しについて（市区町村版／指数）
赤文字：削除
緑文字：指数（複数データで1つのKPIを構成）の一部削除
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【 参考】 客観指標の見直しについて（市区町村版／指数）
赤文字：削除
緑文字：指数（複数データで1つのKPIを構成）の一部削除
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【 参考】 客観指標の見直しについて（都道府県版）
赤文字：削除
緑文字：指数（複数データで1つのKPIを構成）の一部削除
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【 参考】 客観指標の見直しについて（都道府県版）
赤文字：削除
緑文字：指数（複数データで1つのKPIを構成）の一部削除
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【 参考】 客観指標の見直しについて（都道府県版／指数）
赤文字：削除
緑文字：指数（複数データで1つのKPIを構成）の一部削除
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【 参考】 客観指標の見直しについて（都道府県版／指数）
赤文字：削除
緑文字：指数（複数データで1つのKPIを構成）の一部削除
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今後の方向性について

①客観指標の見直しに係る方向性について

・今後も定期的に指標を構成するデータを見直し、データの新規採用・改廃を検討

・主に以下の観点から総合的に判断すると共に、活用自治体への影響なども考慮しながら検討

②Well -Being 指標の活用実態に係る調査業務について ～地域幸福度（ Well -Being ）指標サイトの改善に向けた現状評価及び調査業務～

・指標の提供から約３年が経過したことを踏まえ、自治体における指標の活用実態等についてアンケートや

ヒアリングを実施中（４月～）

・次回の検討会ではその結果を共有するとともに、当該結果を踏まえた今後の進め方や方向性について整理した

内容（案）を共有予定

＜主な観点＞

・データが継続的に更新される見込みがあるか（継続性） ←本検討会では継続性の観点で削除するデータを報告

・各自治体のデータが十分に捕捉されているか（網羅性）

・誰がデータを取得しても同じ結果になるか （再現性）

・データの出所に信憑性はあるか （信憑性）
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主観指標について



地域幸福度(Well -Being) 指標 ～ 令和８年度全国アンケート調査

項目 調査概要

調査設計

• 令和８年度は目標回答数を 10万と設定。 昨年度より研究者等も活用できるように属性データを追加

（ 属性データはデジタル庁のダッシュボードには反映していません）

• 回答数100 以上確保できる 自治体の数を極大化するため、自治体の規模に応じて以下の通
り、回答数の目標値を設定して調査を実施
政令指定都市： 1,000 、東京 23区及び人口30万人以上の自治体： 400 、その他の自治体： 100

調査手法 モニターへメール等による依頼の後、 WEB 調査画面にて回答していただくインターネット調査

対象地域 全国

対象者条件 18歳～89歳の男女

回収目標数／有効回答数 100,000 ／ 106,519

対象自治体数
(うち回答数 100 以上)

586 団体（ 572 団体）

設問数 56問（必須 50問、オプショナル設問６問）＆ 属性設問８問

調査期間 令和８年５月 13日（水）～令和８年５月 19日（火）

◼ 令和８年度全国アンケート調査における調査設計は以下のとおりです。
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地域幸福度(Well -Being) 指標 ～ 過去アンケート調査の比較

項目 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

調査内容
設問数160問

「フルスペック版」調査*
設問数50問
「標準版」調査

設問数51問
「標準版」調査

＋オプショナル設問1問

設問数56問
「標準版」調査

＋オプショナル設問8問

設問数56問
「標準版」調査

＋オプショナル設問6問

調査手法
インターネット

調査
インターネット

調査
インターネット

調査
インターネット

調査
インターネット

調査

対象地域 全国 全国 全国 全国 全国

対象者条件
20歳～89歳
の男女

18歳～89歳
の男女

18歳～89歳
の男女

18歳～89歳
の男女

18歳～89歳
の男女

回答数 33,610 84,965 101,498 86,420 106,519

n100以上
自治体数

71団体 391団体 668団体 530団体 572団体

◼ 令和５年度以降毎年８万 ~10 万程度の回答を得ており、令和８年度の回答数は 106,519 。

＊「フルスペック版調査」とは、「地域生活の Well -being 」「協調的幸福」「センシュアス・シティ」「 ActiveQoL 」という 4つの指標シ
ステムに含まれている全 160 問のアンケート調査のこと。
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